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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は，建設業におけるイノベーションの発生過程とプロセスを明らかに
することである。入札データ，経営事項審査等公開されているデータを計測・整理し，イノベーティブな企業の
特徴をデータに基づいて検証し，イノベーション促進のために必要な要因を明らかにした。近年，建設産業では
生産性向上が大きな課題となっているが，イノベーションの創出はその鍵となる。産業組織論ではイノベーショ
ン研究は理論・実証とも大きな進展が見られており，これを建設業に応用し，必要な課題に対応することを考え
た。結果、需要規模の拡大が革新的企業の発生に有意な正の効果を持つこと、特に需要総額と受注件数が重要で
あることが検証された。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify the process and process of 
innovation generation in the construction industry. By measuring and organizing publicly available 
data, such as bidding data and management screening data, the characteristics of innovative firms 
were verified based on the data, and the factors necessary for promoting innovation were clarified. 
In recent years, productivity improvement has become a major issue in the construction industry, and
 the creation of innovation is the key to achieving this goal. Innovation research has made 
significant progress in industrial organization theory, both theoretically and empirically, and we 
considered applying this research to the construction industry to address the necessary issues. The 
results verify that an increase in the size of demand has a significant positive effect on the 
generation of innovative firms, especially the total demand and the number of orders.

研究分野：産業組織論

キーワード： 建設業　イノベーション

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、日本の公共調達データを用いて、イノベーションが需要と強く有意に関連し、入札総額と入札件数で
説明できることを、固定効果モデルで実証した。第一に、個々の企業の行動から一定の要因を特定することがで
きた。これまで、エビデンスに基づくイノベーションに着目した建設マネジメントの研究はほとんど行われてい
ない。第二に、様々なアプローチの利点と弱点を理解し、現象を統合的に理解し、より高いレベルで統合するた
めに、イノベーション研究における新しいモデリングを用いた実証研究を行った。実際の集計データを活用し、
整理する道筋を作った。これにより、イノベーションにおける調達側の重要性を再認識することができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 日本の建設業では生産性向上が大きな課題となっている。国土交通省では ICT の全面的な活
用等の施策を建設現場に導入することによって，建設生産システム全体の生産性向上を図るこ
とで魅力ある建設現場を目指す取組として i-Construction（アイ・コンストラクション）を進め
ている。具体的には，衛星測位技術や IoT の急速な発展を踏まえて，「建設現場を最先端の工場
へ」，「建設現場へ最先端のサプライチェーンマネジメントを導入」及び「建設現場の２つの「キ
セイ（規制・既成概念）」の打破と継続的な「カイゼン」」の３つに整理されている（国土交通省，
2016）。そして，これらを通しての，企業の経営環境の改善，建設現場で働く者の賃金水準の向
上や休暇の取得，安全な現場の実現が目指されている。すなわち，ここで念頭に置かれているの
は労働生産性の向上が中心となっている。 
 経済学では，企業，産業あるいは国の生産力や所得の成長に関しては，労働生産性の向上，資
本装備率の上昇に分解し，これらをコントロールした上での生産量の増加を全要素生産性（Total 
Factor Productivity：TFP）とする分析が行われてきている（Solow,1957）。この生産性の検討
に関しては，生産関数の推計として，企業固有の条件を考慮した上での，内生性の問題・関数依
存性の問題に対応するために，投資や投入財を勘案する手法が検討されてきた。 
 こうした手法を建設業に応用して，適切に生産関数を推定した上で，TFP の実態を把握する
ことが生産性向上を目指していく前提として必要である。さらに，この TFP の中核を占める技
術革新・イノベーションについ経済学の分析を応用し，現実のデータに基づいて実証的に検証し
た上で，現下，必要とされている方策を探求していくことが求められている。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は，次の３つである。 
①建設業におけるイノベーションをどのように把握し，計測・検証するか。 
②イノベーティブな企業はどのような特徴を有しているかの分析，データに基づく検証。 
③建設業におけるイノベーションを促進するために必要なことは何か，これまでに行われたこ
との検証と今後に向けての提言の策定，実装までの方針の検討。 
 そしてこれらは，定性的な分析，あるいは具体例からの例証やインタビューから抽出するだけ
でなく，様々なデータに基づいて定量的に検証することが，証拠に基づく政策決定・根拠に基づ
く政策遂行を進めていくために求められている（evidence-based policymaking:「公式統計の整
備に関する基本的な計画について」平成 26 年 3 月 25 日閣議決定）。 
 
３．研究の方法 
 この研究は，社会科学の経済学分野における経済政策領域の産業組織論における特に実証産
業組織論の方法を用いるものである。研究の全体像としては，まず，先行研究を整理して，理論
的検討を行い，収集したデータを分析して予備的な結果を得る。予備的な結果を得た後，積極的
に同僚研究者と議論を行い，学会報告を進め，それらにおいて得られたコメントを踏まえて論文
を推敲し，最終的に査読ジャーナルへ投稿し，掲載を目指す。これらでは並行して幾つかの問題
意識に取り組むとともに，結果について順次積極的に広報を図っていく。 
 検討の対象とする建設分野におけるイノベーションについては，科学技術に限定しないだけ
でなく，新しい製品やサービスを生み出す企業等の供給主体に着目する。さらに，それが需要と
なって実現したものを視野に入れるものである．これが建設産業の場合では，実際に公共調達に
おいて入札を落札して工事が施工されて現実のものとなって，売上になることが重要となる。
Apple の iPhone や Google の検索ももちろん多くの技術が盛り込まれており，特許が使われてい
るものであるが，実際に市場において大きな成功を収めたことがイノベーティブな企業として
我々が強くイメージする要因となっている。このため，先行研究でのイノベーションの捉え方を
踏まえた上で，実際に公共調達において実績を大きく増加させ続けていることをイノベーティ
ブな企業とみる視点も考えに入れていくこととしている。 
 分析の対象となるデータについては，公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律
（平成 12 年 11 月 27 日法律 127 号）に基づいて公開されている国土交通省地方整備局の入札・
契約情報での事業者の実際の入札，落札額等を収集・整理するとともに，経営事項審査の各年デ
ータに基づく，資本・労働・売上・技術等の基本情報，更には，東アジア上場企業データベース
（EALC）などによる個別企業のデータを収集し，分析の基本資料を整備する。 
 これらデータ収集・整理・分析を進めるとともに，現在参加している土木学会建設マネジメン
ト委員会生産性小委員会の場を活用し，研究成果の議論を行うとともに，情報収集・課題発掘を
進め，論文や提言などについて積極的に協議し，取りまとめることとしていく。 
 研究代表者（荒井弘毅）が研究総括・論文執筆を行い，研究分担者（森本恵美）がデータ収集・
整理，提言準備を行い，共同で発表，議論，論文修正，提言等を行うこととしている。 
 
 



４．研究成果 
 

（１）2020 年度の研究 

 この研究は，社会科学の経済学分野における経済政策領域の産業組織論における特に実証産

業組織論の方法を用いるものである。研究の全体像としては，まず，先行研究を整理して，理論

的検討を行い，収集したデータを分析して予備的な結果を得る。予備的な結果を得た後，積極的

に同僚研究者と議論を行い，学会報告を進め，それらにおいて得られたコメントを踏まえて論文

を推敲し，最終的に査読ジャーナルへ投稿し，掲載を目指す。これらでは並行して幾つかの問題

意識に取り組むとともに，結果について順次積極的に広報を図っていく。 

2019 年度では、事業者の行動・競争の状況に関する経済分析・実証研究の手法の進化も進め、 

AI やビッグデータの競争における異議について、論文をまとめ、公表した。 

さらに、実際に研究で得られた知見である建設産業において範囲の不経済が存在することを論

文にまとめ公表した。同稿は，公共調達における工事区分を事業者の事業の範囲と捉え，範囲の

経済の有無・原因・影響について調べたものである。2006 年度から 2012 年度までの北海道開発

局の調達データを用いて，工事区分の数等が，落札の状況・入札率・落札率に及ぼす効果を推計

した。結果としては，ある事業者の参加する工事区分の数が増えるとその事業者があるプロジェ

クトにおいて落札できる確率は減っていた。これは，工事の規模・参加者数をコントロールして

も同様で，事業者単位の分析でも参加工事区分の数が増えると落札できる確率は減るところは

同じであった。 

 

 この研究は，社会科学の経済学分野における経済政策領域の産業組織論における特に実証産

業組織論の方法を用いるものである。研究の全体像としては，まず，先行研究を整理して，理論

的検討を行い，収集したデータを分析して予備的な結果を得る。予備的な結果を得た後，積極的

に同僚研究者と議論を行い，学会報告を進め，それらにおいて得られたコメントを踏まえて論文

を推敲し，最終的に査読ジャーナルへ投稿し，掲載を目指す。これらでは並行して幾つかの問題

意識に取り組むとともに，結果について順次積極的に広報を図っていくこととしている。 

2020 年度においては、日本の i-Construction を通じての建設業におけるイノベーションを俯瞰

的に分析検討した論文を英国建設マネジメント研究大会にてリモートで報告して質疑応答を行

い、プロシーディングに掲載された。特に、日本の生産性向上のための取組について質疑があっ

た。また、日本ロボット学会の英文誌に、ロボットを含む知的な機械に対する規制の評価に対す

る適正な取組法についての論文を掲載した。ルール作りに対する視点として、Legitimacy の視

点が重要であり、正統性を形成する要素を必要条件と十分条件とから検討した。加えて、四国に

おける建設事業者の行動を総合的に把握して、分析した論文を掲載した。高知地区における談合

事件の影響、そして新規入札者の市場に及ぼす影響を検討したものである。また、多くの市場に

おける活動を行っている事業者の実態を入札での低価格を付けることができる効率性の観点か

ら分析した論文を公表した。特に、多くの場所で入札している者が入札において効率的であるこ

とを示し、その要因を考察している。 

 

（２）2021 年度の研究 

 2021 年度においては、新型コロナ感染症拡大の影響で、学会への出席や同僚研究者との議論

が進めにくかったものの、オンラインを活用して極力研究を進めるよう努力を行った。これによ

り、主として次の 3点で研究の成果があった。第 1に、建設産業におけるイノベーションに関す

る直接的な分析である。第 2に、競争を通しての、建設産業のイノベーションの検討の必要のた

め、競争政策に関する調査分析である。第 3に、こうした検討で得られた実証分析の手法と視点

を、リーダーシップ・多面的市場・デジタル市場の分析に活用した研究である。 

 第 1 に関しては、4つの研究実績を挙げられる。①公共調達における価格と品質の関係につい

て入札における土木工事の品質と価格に関するデータを用いて分析した。②イノベーションを 3

つのレベル、企業の成長会計レベル、企業の行動レベル、企業の専門家のレベルで評価した。③

建設生産プロセス全般の生産性の抜本的な向上を目指す「i-Construction」構想は幾つかのの視

点から議論した。④低入札価格調査基準には下限価格の特徴があることを示し、下限価格が設定

された公共調達市場における企業の行動を分析した。 

 第 2 に関しては、3つの研究実績を挙げられる。①情報法と競争法の相互作用について、特に

プラットフォーム・ビジネスに関する規制の観点からの整理した。 

②デジタルプラットフォーム規制に関して、正当性の観点から必要十分条件を検討した。③AI・

ビッグデータ分析の開発・利用をめぐる論点を 5つの観点から検討した。 

 第 3 に関しては、3つの研究業績が挙げられる。①リーダーシップ教育の最適化について議論

した。②事業多角化の観点から分析されてきた複数のセグメントを、多面的な市場において多面

的に検討した。③プラットフォームビジネスにおけるデジタル・非デジタルサービス提供に対す



る消費者態度の特徴を分析し規制について考察した。 

 

（３）2022 年度の研究 

 2022 年度においても、引き続き、新型コロナ感染症拡大の影響で、学会への出席や同僚研究

者との議論が進めにくかったものの、オンライン等を活用して極力研究を進めた。これにより、

主として次の 3点で研究の成果があった。第 1に、建設産業におけるイノベーョンに関する直接

的な分析である。第 2に、競争を通しての、建設産業のイノベーションの検討の必要のため、競

争政策に関する調査分析である。第 3に、こうした検討で得られた実証分析の手法と視点を、リ

ーダーシップの分析に活用した研究である。 

 第 1 に関しては、建設コンサルタント業務等における１者入札についての研究実績が挙げら

れる。これによって、建設コンサルタント業務を行っている企業が 1者入札に直面したときに取

る行動を分析した。1者入札では落札率が高くなっている関係が見られる、これは 2回目入札の

割合と一般競争入札導入前後の状況の 2 つの観点から 1 者入札が落札率を高くすることになっ

ている（予定価格算定がシビアであって結果的に 1 者しか入札者がいないという関係ではない）

ことが分かった。調査・設計の特性を踏まえた対応は簡単なものではなく、不断の改善が必要と

なっていると考えられる。 

 第 2 に関しては、我が国の E-コマースの市場での競争法執行事例に関し、競争政策の観点か

ら、特に米国反トラスト法執行事案の分析からの考え方を応用することができるかについて議

論を行い整理した。 

 第 3 に関しては、イノベーションの実現にリーダーシップが必要であると考えられるもので

あり、そのリーダーシップ教育の最適化について、特に女子大で、特にコロナ禍の中でどのよう

な取組がなされそれがどのような効果を有しているかについて検討を行い、論文として取りま

とめた。 

 

（４）2023 年度の研究 

 日本の建設業では生産性向上が大きな課題となっている。国土交通省では ICT の全面的な活

用等の施策を建設現場に導入することによって，建設生産システム全体の生産性向上を図るこ

とで魅力ある建設現場を目指す取組として i-Construction（アイ・コンストラクション）を進

めている。 

 経済学では，企業，産業あるいは国の生産力や所得の成長に関しては，労働生産性の向上，資

本装備率の上昇に分解し，これらをコントロールした上での生産量の増加を全要素生産性（TFP）

とする分析が行われてきている。この TFP の中核を占める技術革新・イノベーションについ経済

学の分析を応用し，現実のデータに基づいて実証的に検証した。その上で，次の 3つの視点から

検討した①建設業におけるイノベーションをどのように把握し，計測・検証するか。②イノベー

ティブな企業はどのような特徴を有しているかの分析，データに基づく検証。③建設業における

イノベーションを促進するために必要なことは何か，これまでに行われたことの検証と今後に

向けての提言の策定，実装までの方針の検討。 

 ①に関しては「建設コンサルタント業務等における１者入札について」（森本恵美氏と共著）

土木学会論文集 F4（建設マネジメント）78(2),75-82.2022.において、1 者入札という現象のイ

ノベーションとの意味合いを調べた。また、荒井弘毅「建設物価調査を用いた建設業のプロセス

イノベーションに関する研究」．総研レポート vol.21,33-54.(2022)によって、建設業における

イノベーションの把握を試みた。②や③に関しても多面的に検討を行った。 

 

（５）まとめ 

 この研究では、イノベーションに必要な要素について、何がその中の大事な要素なのか検討し

た。具体的には、公共調達において、イノベーティブな企業の出現するために需要規模の効果を

中心に考察した。そのために、イノベーションの発生によって、企業の落札しやすさが変化する

モデルを構築した。このモデルに基づいて、需要規模が個別企業の入札行動に与える影響を検証

し、イノベーティブな企業の行動を分析した。同時に、需要規模の変化に基づく固定効果モデル

を用いて、一定期間における革新的企業の出現を検討した。イノベーションへの支援には、研究

開発支援税制、政府研究費補助金、イノベーションに特化した人的資本の供給を増やすことを目

的とした政策、知的財産権の保護、競争と貿易の促進が含まれる。さらに、公共調達が需要分野

である産業では、調達政策もイノベーション推進に関連する場合がある。。本研究では、公共調

達がイノベーションに与える効果を定量的に検証した。 

 本研究は、建設業における革新的企業の経済・経営に関する基礎的な文献検索から抽出した要

因を、日本の公共調達のデータに基づいて検討したものである。また、一定期間の特定の要因に

関連する観察研究である。したがって、本研究は後ろ向きのコホート研究として位置づけられる。

経済学におけるイノベーションの分析では、インセンティブ刺激、供給曲線を形成する基盤、需



要の大きさ、技術機会、占有の可能性など企業内に構築される基盤の 3つがイノベーションの主

要な決定要因として考慮されている。本研究は、イノベーションの創発を説明するために move-

to-front モデルを用いた初めての研究で、イノベーションを起こす企業は個別入札で落札しや

すく、需要の大きさがそれに関係するというモデルである。日本の公共調達データを用いて、イ

ノベーションが需要と強く有意に関連し、入札総額と入札件数で説明できることを、固定効果モ

デルで実証した。 

 本研究の意義と位置づけに加え、結果の経営的な重要なインプリケーションとして、以下の点

を挙げることができる。第一に、長期的な観察研究において、個々の企業の行動から一定の要因

を確実に特定することができたことである。これまで、エビデンスの広さに着目した建設マネジ

メントの研究はほとんど行われていない。この点で、私たちは変化をもたらすことができると考

えている。再現性の観点からも重要である。第二に、様々なアプローチの利点と弱点を理解し、

現象を統合的に理解し、より高いレベルで統合するために、イノベーション研究における新しい

モデリングを用いた実証研究を行うとともに、これまでの集計データを活用し、整理する道筋を

作りた。これにより、イノベーションにおける発注者側の重要性を再認識することができた。 

本研究の実践的な示唆は、事業拡大志向と価格感応志向の両方がイノベーションの必要十分条

件であることが明らかになったことである。本研究の社会的含意は、顧客のイノベーションへの

積極的関与の重要性を示す証拠を提供したことである。政策的含意としては、イノベーションの

活性化は、需要主導型、供給主導型のいずれの方策でも達成できず、需給に基づく価格感応型戦

略に加えて、事業拡大志向型戦略が必要である。研究、実践、政策の連関と相互作用について、

さらに研究する必要がある。 
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